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気候危機と、動き出した脱炭素化

2021年6月11 日
公益財団法人 地球環境戦略研究機関

主席研究員/ビジネスエンゲージメント ディレクター 松尾 雄介
（Japan-CLP事務局長）

※本発表には、JCLPの資料が含まれます。

ひょうご環境保全連絡会



*気温上昇が2.6℃~4.8℃の場合。
参考： 2021年1月27日 ホワイトハウス資料、2020年11月9日 経済財政諮問会議有識者提出資料、2020年10月13日国土交通省など。気候変動リスク・損害等に関してはJCLP提言本文の11頁参照

英：68％

序）気候危機の回避へ1.5℃目標に各国が舵を切った

独：65％

EU：55％

米：50～52％

日：46％（50％の高みへ挑戦）

加：45％

豪州：28％

1.5℃
先進国目安

主要先進国の2030年削減目標

https://www.whitehouse.gov/briefing-room/presidential-actions/2021/01/27/executive-order-on-tackling-the-climate-crisis-at-home-and-abroad/
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2020/1109/shiryo_04-2.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001034.html
https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2020/10/7098c11edc0488955e1b41bc8762e890.pdf


序）ブラックロックの新たな変化

出典：Black Rock HP CEO Letter（2021年3月17日アクセス）ほか

① 2050年ネットゼロに沿った経営計画の策定と開示を求める
② エンゲージメントの対象を過去の2倍となる1千社超とする。
③ 議決権行使（取締役選任への反対票）も実施。
④ “Aladdin（リスク管理ツール）”に、気候リスク（物理・移行）を統合する

ブラックロックは、世界最大の資産運用会社（運用額は約8.7兆㌦≒900兆円）。
同社が、近年急速に投資方針を変化させている。

3

https://www.blackrock.com/jp/individual/ja/2021-larry-fink-ceo-letter


参考：2020年10月30日 日本経済新聞より

オーステッド*1社の時価総額は、日本の大手電力10社のそれを上回る。
*デンマークの電力会社。再エネ中心に事業展開

序）お金の流れが変化している
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https://www.nikkei.com/article/DGXMZO65696690Q0A031C2DTB000/


 国際的な再エネ拡大を受け、取引先に再エネ100％等を求める企業が増加
（Apple, Microsoft, Unilever, 欧州系自動車会社等）

 日本は海外に比べて再エネ調達が著しく不利

参考：2020年8月12日Bloomberg、2020年11月26日Financial Times、2021年2月6日ダイアモンドオンライン、 2021年2月3日第4回 再エネ等に関する規制等
の総点検TFにおけるソニー（株）発表資料、2021年3月11日TBSニュース

序）再エネ調達環境が、立地競争力に影響する

今後、日本と海外の差がさらに開けば、「サプライチェーンから外れる」、
「工場の海外移転」というリスクが顕在化しかねない

海外企業から再エネ化を求められる
日本のサプライヤーの取引額

自工会豊田会長、コニカミノルタ、ソニーCEOらは「再エネ導入が進まなければ雇用に影響」と警告

•IT系のみで
年7兆円超

•自動車系を含めば
更に巨額に

単位：10億㌦

https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-08-13/japan-has-plenty-of-reasons-to-clean-up-its-power-sector
https://www.ft.com/content/bbd59494-ac64-4dda-8da5-a2990d8936d3
https://diamond.jp/articles/-/261260?page=2
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20210203/agenda.html
https://news.tbs.co.jp/newseye/tbs_newseye4219280.htm
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主要国が、急激に脱炭素に舵を切った。
気候対応は企業価値を左右するようになっている。

この潮流は今後加速する。
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ESG

基礎知識・ロジック

EV

現象 解釈に必要な知見
（判断の基準）

？

気候変動対策の意味合い

適切な状況理解が、正しい意思決定の基礎

！

自らの状況

文脈の理解
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ペルシャ湾岸の高温多湿化で
30年後に「生存限界」を迎える可能性

科学誌 Nature Climate Change

気候変動は、社会安定への重大な脅威

出典：ワシントンポスト 2015年10月28日、科学誌Nature Climate Change,、AFP通信2017年8月3日、米科学誌Science Advances他

基礎認識

気候変動は、結果として
暴力や紛争を引き起こすだろう

バングラデッシュ首相

過去50年の医療進歩が帳消しに
医学誌 Lancet
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「人権高等弁務官に就いたばかりの頃は、気候変動には
関与していませんでした。きっかけは、食べ物や安
全な水、健康、教育や住居といった国民の権
利に気候変動が大きな影響を与えていること
を知ったときでした」

メアリーロビンソン
元国連人権高等弁務官・元アイルランド大統領

https://www.vogue.co.jp/change/article/innovative-senior-mary-robinson https://websekai.iwanami.co.jp/posts/2916

気候変動は、最大の人道・人権問題

「気候変動が地域と生活を破壊している」
大干ばつに襲われるアフガニスタン

中村 哲
医師・ペルシャワール会

（2019年2月 「世界」掲載の論考より）

気候変動
の本質
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https://www.vogue.co.jp/change/article/innovative-senior-mary-robinson
https://websekai.iwanami.co.jp/posts/2916
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山本七平 「日本はなぜ敗れるのか –敗因21か条-」より抜粋
(下線は筆者。一部文章を略している）

戦場のジャングルに実に残酷な記述がでてくる＜中略＞
自分がその状態に陥ったらどうか、その時の心理状態はどういうものなのか

ある状態に陥った人間は、考え方も行動の仕方も全く変わってしまう
それは人間が生物である限り当然。したがって、

「人道的」と言えることがあるなら、それは人間をそういう状態に陥れないこと
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出展：European Parliament: https://election-results.eu/ Newsweek Japan: https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2019/06/post-12302.php 毎日新聞：https://mainichi.jp/articles/20190608/mog/00m/030/001000c
AP: https://news.yahoo.com/greens-triumph-german-governing-parties-183844192.html France24: https://www.france24.com/en/20190527-european-parliament-elections-roundup-far-right-greens-commission 2019.08.14 MIT 
Technology review

Guardian: https://www.theguardian.com/environment/2019/may/28/greens-eu-election-mandate-leverage-climate-policy

 欧州議会選での緑の党が躍進。大きな変化
ドイツでは、得票率20・5％で前回から倍増。第2位
フランスでは得票率13・4％で第3位、
英国では11・7％で4位（与党保守党を上回る）
ベルギーやオランダ、フィンランドでも支持拡大

 2020年6月のフランス地方選挙でも、緑の党が躍進
 米国大統領選でも気候変動は主要論点の一つ

米国民主党候補者による気候変動に特化した討論会

気候変動が政治・経済の重要事項となった （選挙）

https://election-results.eu/
https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2019/06/post-12302.php
https://mainichi.jp/articles/20190608/mog/00m/030/001000c
https://news.yahoo.com/greens-triumph-german-governing-parties-183844192.html
https://www.france24.com/en/20190527-european-parliament-elections-roundup-far-right-greens-commission
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ドイツ・ベルリン（2019年1月）

ベルギー・ブリュッセル（ 2019年1月）オーストラリア・シドニー（2018年11月）

イギリス・ロンドン（2019年2月）

子供・若者も気候危機を訴える

12
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気候危機。

何を、いつまでに、どうすればよいのか？
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2 /1.5℃目標から、排出できるGHGの上限が導かれる
＝「CO2を排出すればするほど、気温が上がる」（比例関係）
＝「一定の気温上昇に抑えるには、排出できる（累積の）総量が決まる」
この排出上限はカーボン・バジェット（炭素予算）と呼ばれる

出展：IPCC 1.5℃報告書 Figure2.3 (p.105) にIGES加筆)  https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_Chapter2_High_Res.pdf
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1.5℃
バジェット

1876年からのCO2の累積排出総量
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科学
の知見

https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_Chapter2_High_Res.pdf


1.5℃目標の残り排出上限

現在の年間排出量
約41GtCO2

（2018年実績）

 1.5℃達成へ残りバジェット（排出許容量） は約420GtCO2
 現状のままだと、約8年で打ち止め（2℃目標の際でも約15年）

参考動画：https://drive.google.com/file/d/12TJ4r5j5o23O2oHY14EznA5erEOyInWq/view

許容できる炭素排出のリミットは近い

参考：IPCC 1.5℃報告書（SPM）https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_SPM_version_stand_alone_HR.pdf (p.14)を参考にIGES作成 *1.5℃目標の達成確率が66%の場合のカーボンバ
ジェット。達成確率が50％の場合の残りバジェットは580GtCO2（IPCC 1.5度特別報告書 Table 2.2より）https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_Chapter2_High_Res.pdf

420 GtCO2

2200 GtCO2

2017年

→至急、制度やインフラの転換が必要

科学
の知見

産業革命後2017年までの
累積排出量

http://funtoshare.env.go.jp/ipcc-report/program.html
https://drive.google.com/file/d/12TJ4r5j5o23O2oHY14EznA5erEOyInWq/view
https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_SPM_version_stand_alone_HR.pdf
https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/2/2019/05/SR15_Chapter2_High_Res.pdf


1.5℃のカーボンバジェットを超えないように、
急ぎ世界の排出量をゼロにする必要がある。

先進国は、過去から現在ま
での累積排出量に対して

より多くの責任。

「先にゼロ」がコンセンサス。

先進国なら、少なくとも2030年に5割～6割、
かつ、2050年よりも早期の脱炭素達成が望まれる。
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化石資源の価値は
過大評価（バブル）

投資撤退へ

参考：Carbon Tracker

カーボンバジェットの含意

出典：2015年9月30日付 Financial Times電子版

企業の化石資源資産

使える化石資源
（2℃ケース、2050年まで）

投資ポートフォリオにも影響（特に長期投資家）

17
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 2℃シナリオに整合する電力の排出原単位は約100g-CO2/KWh
2040年平均の値。炭素の回収・隔離技術（CCS)設置のものを除く。
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図：IEA（2016）World Energy Investment, 経済産業省（2016）次世代⽕力発電に係る技術ロードマップ 技術参考資料集, 環境省（2016)平成27年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書, よりIGES作成

“高効率石炭火力”

100g/kWh
ほぼゼロ

• USC: 超々臨界圧発電
• A-USG:  先進超々臨界圧⽕力発電
• IGCC: 石炭ガス化複合発電
• IGFC: 石炭ガス化燃料電池複合発電
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カーボンバジェットの含意

“ガス火力”

高効率石炭火力発電が、脱炭素化に整合しない理由
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EUタクソノミー（欧州が脱炭素移行へ金融支援の対象を明確にしたもの）

カーボンバジェットの含意

政策の方向性≒気候変動時代の成長分野が見える（逆も然り）



「今のままでは、あと8年半たたないうちに
許容できる二酸化炭素の排出量を超えて
しまいます」

出典：UN気候サミットにおけるグレタさんのスピーチ等

カーボンバジェットの含意

若者の危機感の理由がわかる

「これまで通りに取り組んでいれば解決でき
るとか、技術が解決してくれるとか、よくそ
んなふりをするができますね。」
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ここまでのまとめ

 気候変動は、安定した社会基盤への最大の脅威
 世論・各国リーダーの認知が変わり、政策が変わる
 最重要指標＝カーボンバジェット
 政策はカーボンバジェットを踏まえた方向に向かう

21

変化は加速する
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では、日本はどうすべきか。

22
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再エネが、脱炭素化の要所（ボーリングのセンターピン）

再エネは、地域の利益に合致（むしろ、大チャンス）

ここからは、地域・自治体が主役です。
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74%

65%

57％

62%

55%

40%

40%

24%

43%

69%

45%

38%

42%

43%

27%

23%

20%

22%

スペイン

カナダ

ドイツ

EU

イギリス

イタリア

中国

フランス

アメリカ

日本

多くの主要国が再エネ30～40％達成。30年目標は40～60％が主流

2020年再エネ比率
(発電量ベース)

2030年目標/見通し（*付きは推計・参考値）
(発電量/消費量ベース)

+31%

+12％

+20％

+19％

+20％

+13％

+17％

?

2035年
非化石100％

（政権公約）

*

*

各種資料よりJCLP事務局作成

主要国の2030年目標：最低でも40％レベル（30％だと他国に10年以上の遅れ）

> +20％？ 40% - 60％？*

*

2020年データ期間: 日本、カナダは2019年12月～2020年11月、他は暦年
2030年目標/見通し： ドイツ、中国は総消費量。他は総発電量
*英国は気候変動委員会提言値2030年60%（VRE）に既存水力発電を足した値。米国はバイデン政権公約を参照しつつ、National Academy of Sciences提言の2030年50%（風力、太陽光）に既存の水力
、地熱等を加算した値。中国は国家能源局草案記載の2030年数値。 EUはEuropean Commission公表の推計値
参考：EMBER(2021) EU Power Sector in 2020、 EMBER(2020) The Global Electricity Review 2020、資源エネルギー庁(2020) 総合エネルギー統計、US Energy Information Administration(2021) Electricity Data Browser、China Electricity Council
(2021) Analysis and Forecast of China Power Demand-Supply Situation 2020-2021、IEA(2021) Monthly electricity statistics、UK Climate Change Committee(2020) Sixth Carbon Budget、資源エネルギー庁(2015) 長期エネルギー需給見通し、
IEA(2020) World Energy Outlook 2020、The Committee on Energy and Commerce(2021) Press Release、European Commission(2021) National energy and climate plans、National Academy of Sciences(2021) Accelerating Decarbonization
of the U.S. Energy System、中国国家能源局“关于征求2021年可再生能源电力消纳责任权重和2022—2030年预期目标建议的函”、Agora Energiewende(2019) European Energy Transition 2030
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https://ember-climate.org/project/eu-power-sector-2020/
https://ember-climate.org/project/data-global-electricity-review/
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/results.html#headline7
https://www.eia.gov/electricity/data/browser/#/topic/0?agg=2,0,1&fuel=vvg&geo=g&sec=g&linechart=ELEC.GEN.ALL-US-99.A%7EELEC.GEN.COW-US-99.A%7EELEC.GEN.NG-US-99.A%7EELEC.GEN.NUC-US-99.A%7EELEC.GEN.HYC-US-99.A&columnchart=ELEC.GEN.ALL-US-99.A%7EELEC.GEN.COW-US-99.A%7EEL
https://english.cec.org.cn/detail/index.html?3-1128
https://www.iea.org/reports/monthly-electricity-statistics
https://www.theccc.org.uk/publication/sixth-carbon-budget/
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/pdf/report_01.pdf
https://doi.org/10.1787/557a761b-en
https://energycommerce.house.gov/newsroom/press-releases/ec-leaders-introduce-the-clean-future-act-comprehensive-legislation-to
https://ec.europa.eu/energy/topics/energy-strategy/national-energy-climate-plans_en
https://www.nap.edu/catalog/25932/accelerating-decarbonization-of-the-us-energy-system
https://www.agora-energiewende.de/en/publications/european-energy-transition-2030-the-big-picture/
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日本には十分な再エネポテンシャルがある

出典： 環境省 我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル（2019年）

 一定の経済性のあるものだけでも電力需要の約2倍のポテンシャル

日本の再エネポテンシャル（環境省2019年調査）

25
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2030年50% を実現する再エネのポテンシャルは十分ある（JCLP試案より）

再エネ追加導入量
約230TWh（約20％）下記表の再エネ追加量合計は＋約22％弱となるが、一部不確実性を考慮）

リードタイム短縮が鍵
☆早期の系統整備
☆自治体による地元調整
☆アセスメントの迅速化
☆風力設備機器の国内生産・調達

経済性高。徹底活用が必要
☆新築は設置義務化も視野に検討
☆既築は無償設置モデル等を拡大

規制緩和および自治体・
農業との連携が鍵
☆農地等利用における規制緩和
☆自治体関与による地元利益確保

経済性高。徹底活用が必要
☆義務化・補助等で徹底活用

2020
実績

約22％

成行き
＋8％

日本の
本気

＋約20％

原子力
（可能な限り低減）

火力
（1.5度整合へ）

太陽光
約26%
222GW

風力
約12%
41GW

水力(含大型)
地熱・バイオマス

約12%

他
電
源
50
％

再
ネ
50
％

2030年の電力総需要
約1,065TWh（100％）

導入量 想定

ミックス値 TWh GW 経済性あるポテンシャルの利用率・条件 設備利用率 発電コスト

＋α 地熱、(小)水力
バイオマス 数％？ ― ― ― ―

風
力
約
5
％

洋上浮体 3.3% 35 10
• 経済性あるポテンシャル238GWのうち、
約4％を実現

• スケールメリット発揮に向け大型事業を複数
実施（EEZ活用も検討）

40% 32～円

洋上着床 2.9% 31 10 • 〃 222GWの約5％を実現
• 年間２GW×20年代後半の5年 35%

29～
32円

太
陽
光
約
15
％

営農型 2.7% 29 24 • 〃240GWの約10％を実現
• 農業と両立するPVを本格普及

13.9%

18円

耕作
放棄地

ゴルフ場
6.5% 69 57

• 294GWの約19％を実現
(巻末：各試算の想定詳細、参照)

• 耕作放棄地423千ha（荒廃農地188千
ha）のうち78千ha利用。1ha当たり
600kWとして推計。

• ゴルフ場2千か所の1/4を活用

12～
14円

公共施設 0.7% 7 ６
• 経済性あるポテンシャル14GWのうち、
約43％を実現

• 自家消費は経済性大。徹底活用

13.7％

14円

工場・物流
等施設 1.6% 17 14

• 〃23GWの約61％を実現
• 自家消費は経済性大。徹底活用
（駐車場等の活用含む）

14円

住宅/
建物
屋根

新築 2.0% 22 18
• 45GWの約40％を実現

(巻末：各試算の想定詳細、参照)

• 新築住宅の1/2、
住宅以外の新築建物1/3へ導入 住宅22円

非住宅12円

既築 1.9% 20 17 • 経済性あるポテンシャル112GWのうち、
約15％を実現

非変動電源である地熱・水力の
潜在力実現策の再検討が重要

＊再エネ実現は、経済性の高いものより導入すると仮定。その際の発電コストは、環境省ポテンシャル調査におけるシナリオ1または2（経済性が高いもの）を想定。
風力発電コストは直近FIT価格等を参照。設備利用率は、資源エネルギー庁の価格等算定委員会、環境省のポテンシャル調査より想定。
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現行目標
237～252

成
行
き

追加努力
約230 一定の経済性のある日本の再エネポテンシャル：約2,618

ポテンシャルの約1割弱

2030年 再エネ比率50%の意味合い（JCLP試案より）

参考：環境省（2019年）我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル、自然エネルギー財団（2020）2030年エネルギーミックスへの提案（第1版）、資源エネルギー庁（2020）電力調査統計、
資源エネルギー庁(2015)長期エネルギー需給見通し、環境省（2020年）風力発電に関する環境影響評価、電力中央研究所（2020）2030年における再エネ導入量と買取総額の推計、IEA(2021) Monthly electricity statistics

 日本の「一定の経済性がある再エネポテンシャル」の約1割弱の活用を意味する
 導入スピードを、2011年～20年までの約2.5倍に加速することを意味する

単位：TWh

※2020年再エネ比率は、IEA(2021) Monthly electricity statisticsの2019年12月～2020年11月データ。
総発電量955Twh、再エネ発電量 206TWh

※成行き導入量は、資源エネルギー庁(2015)長期エネルギー需給見通しの2030年総発電量：1065TWh、
電力中央研究所(2020)2030年における再エネ導入量と買取総額の推計の
「1.(1)2030年における再エネ導入量と発電電力量の推計：：再エネ発電量301TWh」、
自然エネルギー財団(2020)2030年エネルギーミックスへの提案（第1版）の
「現状政策ケース：再エネ発電量324TWh」を参照

 2030年再エネ50%は、
今後10年で「成行き＋約20%」を意味する

27

*発電量ベース

http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/doc/gaiyou3.pdf
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20200806.php
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/electric_power/ep002/results.html
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/pdf/report_01.pdf
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20201201/201201energy04.pdf
https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/source/Y19514.html
https://www.iea.org/reports/monthly-electricity-statistics
https://www.iea.org/reports/monthly-electricity-statistics
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/pdf/report_01.pdf
https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/source/Y19514.html
https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20200806.php
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化石燃料代を削減。国益に叶う

エネルギー収支
赤字自治体
約95%

化石資源国へ流出

※2014～19年「鉱物性燃料」輸入額の最小・最大値 （うち発電関連を約26%）
出所：財務省貿易統計、旧一電9社有価証券報告書、地域経済循環分析用データベース（2013年、2015年）、環境省「平成30年版環境・循環型社会・生物多様性白書」、業界動向サーチより作成

12～26兆円/年※

再エネ拡大
メリット

28



地域の所得循環構造（中播磨）

注）消費＝民間消費＋一般政府消費、投資＝総固定資本形成（公的・民間）＋在庫純増（公的・民間） 29

注）石炭・原油・天然ガスは、本データ
ベースでは鉱業部門に含まれる。

注） エネルギー代金は、プラスは流出、マ
イナスは流入を意味する。

産業別付加価値額

生 産 支 出

地域外

消費

投資

域際収支

億円

億円

億円

付加価値額(十億円)

域際収支(十億円)

フローの経済循環

分 配

注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、
財産所得、企業所得、税金等が含まれる。

（投資の約6.3％）

約327億円

民間投資の流入：

一般機械、鉄鋼、化学、電気
機械、住宅賃貸業、ガス・熱供
給業、廃棄物処理業、金融・保
険業、精密機械、金属製品、

所得の獲得：

（消費の約0.7％）

約122億円

民間消費の流出：

5,154

61

16,560

その他所得（9,800億円）

雇用者所得（11,975億円）

総生産（/総所得/総支出）21,775億円【2013年】

21,530

移輸出

移輸入

21,469

夜間人口1人あたり所得
CO2排出量

再投資拡大

0 50 100 150 200 250

農業

林業

水産業

鉱業

食料品

繊維

パルプ・紙

化学

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電気機械

輸送用機械

精密機械

衣服・身回品

製材・木製品

家具

印刷

皮革・皮革製品

ゴム製品

その他の製造業

建設業

電気業

ガス・熱供給業

水道業

廃棄物処理業

卸売業

小売業

金融・保険業

住宅賃貸業

その他の不動産業

運輸業

情報通信業

公務

公共サービス

対事業所サービス

対個人サービス

0

200
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雇
用
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所
得
（
十
億
円
）

0

200

400

600

800

第１次産業 第2次産業 第3次産業

そ
の
他
所
得
（
十
億
円
）

-200 -100 0 100 200

一般機械

鉄鋼

化学

電気機械

住宅賃貸業

ガス・熱供給業
廃棄物処理業

金融・保険業

精密機械

金属製品

パルプ・紙

運輸業

対個人サービス

電気業

繊維

ゴム製品

公共サービス

水道業

皮革・皮革製品

印刷

林業

水産業

家具

窯業・土石製品

製材・木製品

その他の不動産業

非鉄金属

その他の製造業

衣服・身回品

公務

小売業

輸送用機械

農業

食料品

鉱業

対事業所サービス

建設業

石油・石炭製品

情報通信業

卸売業

3.59 3.76 3.59 3.51 

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0

未入力 全国 兵庫県 同規模地域

（50万人以上

～100万人未満）

※三大都市圏

の平均

夜
間
人
口

1人
当
た
り
所
得
（
百
万

円
／

人
）

5,663 

2,118 
1,093 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

産業部門 民生部門 運輸部門

部
門

別
CO

2排
出

量
（
千

tC
O

2）

エネルギー代金流出：

石炭・原油・天然ガス：約348億
円
石油・石炭製品：約1,002億円

電気：約-143億円

ガス・熱供給：約-474億円

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

約733億円 （GRP約3.4％）
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余談

「再エネ50％なんて絵空事。積み上げを示せ」
「コストがかかる。安定性に課題。だからできない」

30

VS平時 有事

対応のコスト 対応しないコストVS
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日本においても、RE100が急増

RE100宣言数は2020年12月の実績（含むJCLP未加盟企業）。電力需要は宣言企業の需要合計（参考値）とエネルギー白書2020よりJCLP事務局にて算出。

150団体！

国有施設
再エネ3割
目指す！

中小企業・自治体等

協働開始

発足

RE100アンバサダー就任支援

発足

日本企業初

日本の総電力需要の
約5%

56社

日本でも、RE100が急増。
（中小企業らも動く）
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需要シグナル ！供給側
「市場アリ」
「投資！工夫！」需要側

「再エネに切り替え！」

需要側
「これならできる」

「価格低下！ 新サービス！」

脱炭素化を実現するための仕組み・メカニズム
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再エネの最大の課題と行政の役割

「ポテンシャル有り。地域の利益にも合致。でも進まない。なぜ？」

33

①制度（送電線・規制等）の問題

②再エネ需要家がいない。

③各自治体での旗振り役がいない（なぜ？）
→人的リソースを投入できていない（なぜ？）。

→その位置づけと余裕（予算）がない。



化石燃料代を削減。地域経済に叶う

エネルギー収支
赤字自治体
約95%

化石資源国へ流出

※2014～19年「鉱物性燃料」輸入額の最小・最大値 （うち発電関連を約26%）
出所：財務省貿易統計、旧一電9社有価証券報告書、地域経済循環分析用データベース（2013年、2015年）、環境省「平成30年版環境・循環型社会・生物多様性白書」、業界動向サーチより作成

12～26兆円/年※

34
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地域市民、将来世代の生活を守るためにも、今、対応が必要です。
（この数年が、危機回避の最後のチャンスです）

世界は既に大きく舵を切りつつあります。適切な気候変動対策の
実施は、企業や地域経済の競争力の要件になってきています。
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変化は、起こり始めると、早い。
まだ間に合う＆急ぎましょう。

1900年 1913年

ちなみに、2010年のスマホ普及率は約10％弱。2019年には85％に到達。

参考：https://www.archives.gov/exhibits/picturing_the_century/newcent/newcent_img1.html、総務省資料

https://www.archives.gov/exhibits/picturing_the_century/newcent/newcent_img1.html

	気候危機と、動き出した脱炭素化
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	では、日本はどうすべきか。
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	地域の所得循環構造（中播磨）
	余談
	　　日本においても、RE100が急増
	スライド番号 32
	再エネの最大の課題と行政の役割
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36

